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自  助

自分や家族を
自らが守るための

 備えや行動のこと。

共  助

　近隣の皆さまで、
互いの安全・安心のために

 協力し合うこと。

公  助

公的機関が日頃から
防災・減災に向けて行う
取り組みや発災時に行う

災害対応のこと。

災害対策の基本的な考え方目次
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はじめに

水道局による

自分の身は
自分で守る

地域・企業などで
助け合う

災害対策の基本的な考え方 はじめに

家庭における飲料水の備蓄
企業における飲料水の備蓄
飲料水備蓄促進に向けた取り組み

【コラム】　「ローリングストック法」を
活用して水を備蓄しましょう！

【コラム】　水道水をポリ容器などでくみ置き
　　　　する場合の備蓄方法

このマークが目印！
災害時の飲料水確保の方法
　災害用地下給水タンク・配水池・
　緊急給水栓・給水車・耐震給水栓

【コラム】　水を運ぶための容器や台車などを
用意しましょう！  

【コラム】　近くの「災害時給水所」を
確認しましょう！

【コラム】 横浜市水道局
災害時支援協力員の活動

【コラム】 停電時に備え給水方法を
確認しましょう！

  

地域における応急給水訓練
災害用地下給水タンクにおける
応急給水手順　

送配水管の更新・耐震化
耐震管の特徴
基幹施設の耐震化
配水ブロックシステム
環状ネットワーク
応急活動拠点の整備

5GH z帯無線

停電時に備えての取り組み
【コラム】　燃料や資機材などの

確保に向けた取り組み

【コラム】 災害・事故時
情報共有システムの開発

　

他都市や民間事業者との協定

【コラム】「南海トラフ巨大地震対策
≪全国の水道事業体に向けた緊急提言≫」
の発表

【コラム】 綜合警備保障株式会社（ＡＬＳＯＫ）
との協定締結

水道局職員の訓練
横浜市総合防災訓練
他都市との訓練
民間事業者との訓練

【コラム】　他水道事業体との連携
P. 13【コラム】近年の他都市災害派遣の実績　　

【巻末付録①】地震の時に水がもらえる場所（やさしい日本語ページ）
【巻末付録②】災害時給水所一覧　

表紙写真　左：横浜防災フェア2023(赤レンガ倉庫)内の
飲料水備蓄啓発の様子

中：給水車からの応急給水訓練
右：応急給水訓練を行う市民

　平成23年に発生した東日本大震災では、19の都道県で最大約257万戸が断水するな
ど、広域的な被害となりました。また、平成28年4月に発生した熊本地震は、7県で最大約
45万戸が断水しました。近年では大型の台風や線状降水帯が発生するなど記録的な大雨
が頻発し、これにより広域的な断水が発生しました。
　横浜市では東日本大震災を踏まえ、平成25年３月に横浜市防災計画「震災対策編」を抜
本的に見直しました。また、「横浜市災害時における自助及び共助の推進に関する条例」を
平成25年６月に施行し、「自助」「共助」「公助」の考え方に基づき、震災対策を進めていま
す。
　水道局においても、自分の身は自分で守る「自助」、地域・企業などで助け合う「共助」、水
道局による「公助」の連携の中で、災害対応力の強化に努めています。
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自助 1

 共助 2
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公助

　人が生きていく上で、水は欠かせません。一般的に、成人１人が
１日に体外に排出する水分量は、2.5ℓ程度といわれています。

　そこで、水道局では、災害時などの断水に備え、「１人１日３ℓ、最低３日分で９ℓ以上」の飲料
水をご家庭に備蓄していただくようお願いしています。
　また、企業などにも、大規模災害時の帰宅困難者対策などとして、飲料水の備蓄を呼びかけています。

自分の身は
自分で守る 自助

地域・企業などで
助け合う

　水道局では、災害時などに飲料水を確保するための施設として災害
時給水所（災害用地下給水タンク、配水池、緊急給水栓、耐震給水栓
など）を整備しています。中でも、災害用地下給水タンクは、横浜市

管工事協同組合が補助を行い、市民の皆さまの助け合いで仮設の蛇口を設置し、飲料水を確保する施
設です。
　水道局では、災害時給水所の設置場所を知っていただく取り組みや、年間を通じて市民の皆さまな
どと連携した応急給水訓練を実施しています。

 共助

　災害に強い都市づくりには、しなやかで強靭なインフラ整備をす
ることが必要です。

　そこで、水道局では大きな地震にも耐えられるよう水道施設の耐震化に取り組むとともに、停電時で
も業務を継続するための非常用発電設備の整備のほか、他都市や民間事業者との協力関係構築、各種
防災訓練の実施など、ハード・ソフトの両面から対策の強化に取り組んでいます。

水道局による 公助
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飲料水の備蓄促進

災害時給水所

市民の皆さまとの協働

4 水道施設の強化

通信体制の強化

非常用発電設備の整備

災害時の応援協定

訓練の実施


